職員の政治的行為の制限に関する条例（概要）
総務部人事局人事課
■制定の理由
　　将来に向けての問題事案の発生の未然防止の観点から、地方公務員法（以下「法」という。）第３６条第２項第５号の規定に基づき、職員に対して制限する政治的行為その他必要な事項を定め、職員の政治的中立性を保障することにより、府の行政の公正な運営を確保し、府政に対する府民の信頼の向上に資することを目的として条例を制定するもの。
■制定の内容
　（１）制限する特定の政治的行為の明確化
　　　法第三十六条第二項第五号の規定に基づき、職員が禁止または制限される政治的行為を定める。

　（２）その他
　　　職員の政治的行為の制限に関してその他必要な事項を定める。
■施行期日　　
平成26年４月１日（理由：職員等への周知期間が必要であるため。）
■政策アセスメント・制度間調整
教育委員会及び人事委員会と調整済み。
（教育委員会）H25.11.27に地教行法第29条による意見聴取を実施予定
（人事委員会）各委員に情報提供済
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